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第１ 人 事 委 員 会第１ 人 事 委 員 会第１ 人 事 委 員 会第１ 人 事 委 員 会

１ 人事委員会委員１ 人事委員会委員１ 人事委員会委員１ 人事委員会委員

常勤・
職 名 氏 名 任 期 非常勤 備 考

の別

令和 令和
委 員 長 奥 崎 栄 一 3. 4. 1～ 7. 3.31 非常勤 会社役員

委 員 令和 令和
（委員長職務 千 田 晶 子 2. 6.30～ 4. 3.31 非常勤 NPO法人理事長

代理者）

平成 令和
委 員 中 林 弓 子 31. 4. 1～ 5. 3.31 非常勤 弁護士

２ 人事委員会会議２ 人事委員会会議２ 人事委員会会議２ 人事委員会会議

(1) 令和３年度における会議の開催状況

会 議 名 開 催 議 題 公布、公示
年 月 日

第１回委員会 3. 4. 1 ○ 議 案
委員長の選任

○ その他
１ 委員長職務代理者の指定
２ 令和３年度業務執行計画及び主な議決事項・協議事

項等

第２回委員会 3. 4.28 ○ 議 案
１ 令和３年度青森県職員採用試験全体計画案
２ 令和３年度青森県職員採用試験（大学卒業程度）実 3. 5. 7

施計画案
３ 令和３年度青森県職員採用試験（大学卒業程度・社 3. 5. 7

会人枠）実施計画案
○ 協 議

令和３年度青森県警察官採用試験（警察官Ａ）実施計
画案

○ その他
１ 令和３年職種別民間給与実態調査について
２ 令和２年度における労働基準監督機関の職権行使等

の状況について

第３回委員会 3. 5.13 ○ 議 案
人事委員会規則１４－０（県職員に係る管理職員等の 3. 5.21

範囲を定める規則）の一部を改正する規則案
○ その他

令和２年度職員採用試験合格者の採用状況
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会 議 名 開 催 議 題 公布、公示
年 月 日

第４回委員会 3. 5.27 ○ 議 案
１ 人事委員会規則１４－１（委託地方公共団体の職員 3. 6. 4

に係る管理職員等の範囲を定める規則）の一部を改正
する規則案

２ 不利益処分に関する審査請求の受理について
３ 不利益処分についての審査請求の審査に関する事務

の委任について

第５回委員会 3. 6.14 ○ 報 告
専決処分した事項（職務に専念する義務の特例の承認）

の報告
○ 協 議

令和２年（審）第２号事案（懲戒免職処分修正請求）
の協議

○ その他
令和３年度青森県職員採用試験（大学卒業程度及び大

学卒業程度・社会人枠）の申込状況

第６回委員会 3. 6.29 ○ 議 案
１ 令和３年度青森県職員採用試験（短期大学卒業程度 3. 7. 9

及び高等学校卒業程度）実施計画案
２ 人事委員会規則２－１（人事委員会議事規則）等の 3. 7. 2

一部を改正する規則案
○ 協 議

令和３年度青森県警察官採用試験（警察官Ｂ）実施計
画案

第７回委員会 3. 7. 7 ○ 協 議
令和２年（審）第２号事案（懲戒免職処分修正請求）

の協議（第２回）
○ 議 案（追加提出）

不利益処分に関する審査請求の棄却（案）
○ その他

地方公務員法の一部を改正する法律の概要（地方公務
員の定年引上げ関係）

第８回委員会 3. 8. 6 ○ 議 案
１ 令和３年度青森県職員採用試験（大学卒業程度）の

合格者の決定及び採用候補者名簿の確定
２ 令和３年度障害者を対象とした青森県職員採用選考 3. 8.16

試験実施計画案
〇 報 告

専決処分した事項（職員の採用選考）の報告
○ 協 議

令和元年（審）第３号事案（懲戒免職処分取消請求）
の協議（第１回）

第９回委員会 3. 8.18 ○ 議 案
青森県職員倫理条例第４条第２項の規定による意見

○ 協 議
人事委員会勧告に当たっての検討（第１回）

〇 その他
令和３年度青森県警察官採用試験（警察官Ａ）実施計

画の変更について
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会 議 名 開 催 議 題 公布、公示
年 月 日

第10回委員会 3. 9. 2 ○ 協 議
１ 人事委員会勧告に当たっての検討（第２回）
２ 令和元年（審）第３号事案（懲戒免職処分取消請求）

の協議（第２回）
○ その他

令和３年度職員採用試験（短期大学卒業程度及び高等
学校卒業程度）の申込状況

第11回委員会 3. 9. 8 ○ 議 案
１ 令和３年度青森県職員採用試験（大学卒業程度・社

会人枠）の合格者の決定及び採用候補者名簿の確定
２ 人事委員会規則２－３２（聴聞の手続に関する規則） 3. 9.17

等の一部を改正する規則案
○ 協 議

人事委員会勧告に当たっての検討（第３回）

第12回委員会 3. 9.17 〇 議 案
職員の採用選考

○ 協 議
人事委員会勧告に当たっての検討（第４回）

第13回委員会 3.10. 1 ○ 議 案
職員の給与等に関する報告及び勧告案

第14回委員会 3.10.20 ○ 議 案
人事委員会規則７－１１１（特地勤務手当等）の一部 3.11. 1

を改正する規則案
○ 協 議

令和元年（審）第３号事案（懲戒免職処分取消請求）
の協議（第３回）

第15回委員会 3.11.11 ○ 議 案
１ 令和３年度職員採用試験（短期大学卒業程度及び高

等学校卒業程度）の合格者の決定及び採用候補者名簿
の確定

２ 令和３年（審）第１号事案（戒告処分取消請求）に
係る証拠の採否

○ 協 議
令和３年（審）第１号事案（戒告処分取消請求）の協

議（第１回）
○ その他

１ 令和３年度青森県警察官採用試験（警察官Ｂ）実施
計画の変更について

２ 令和３年各都道府県人事委員会の報告及び勧告につ
いて

第16回委員会 3.11.24 ○ 議 案
地方公務員法第５条第２項の規定による意見

〇 協 議
１ 令和元年（審）第３号事案（懲戒免職処分取消請求）

の協議（第４回）
２ 令和３年（審）第１号事案（戒告処分取消請求）の

協議（第２回）
〇 その他

令和３年度障害者を対象とした青森県職員採用選考試
験実施結果
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会 議 名 開 催 議 題 公布、公示
年 月 日

第17回委員会 3.12. 9 ○ 議 案
人事委員会規則１３－８（職員の勤務時間、休日及び 3.12.15

休暇）の一部を改正する規則案
〇 協 議

１ 令和元年（審）第３号事案（懲戒免職処分取消請求）
の協議（第５回）

２ 令和３年（審）第１号事案（戒告処分取消請求）の
協議（第３回）

○ その他
令和３年度青森県警察官採用試験（警察官Ｂ）の実施

計画の変更について

第18回委員会 4. 1.13 〇 協 議
令和３年（審）第１号事案（戒告処分取消請求）の協

議（第４回）

第19回委員会 4. 1.31 ○ 議 案
１ 不利益処分に関する審査請求の裁決（案）
２ 令和元年（審）第３号事案（懲戒免職処分取消請
求）に係る証拠の採否

○ 協 議
１ 令和元年（審）第３号事案（懲戒免職処分取消請求）

の協議（第６回）
２ 令和４年度職員採用試験の見直し及び日程（案）

第20回委員会 4. 2.10 ○ 議 案
１ 勤務延長の期限の延長承認
２ 令和元年（審）第３号事案（懲戒免職処分取消請
求）に係る証拠の採否

〇 協 議
令和元年（審）第３号事案（懲戒免職処分取消請求）

の協議（第７回）
〇 その他

令和４年度看護師共同採用試験及び薬剤師共同採用試
験について

第21回委員会 4. 2.22 ○ 議 案
１ 職員の採用選考
２ 勤務延長の期限の延長承認
３ 人事委員会規則２－１(人事委員会議事規則)の一部 4. 3. 4
を改正する規則案

４ 人事委員会規則１１－０(職員の勤務条件に関する 4. 3. 4
措置の要求に関する規則) 等の一部を改正する規則案

５ 地方公務員法第５条第２項の規定による意見
○ 協 議

令和２年（審）第１号事案（懲戒免職処分修正請求）
の協議（第１回）

第22回委員会 4. 3. 3 ○ 議 案
１ 職員の採用選考
２ 任期付職員の任期の更新の承認
３ 不利益処分に関する審査請求の裁決（案）
４ 令和２年（審）第１号事案（懲戒免職処分修正請求）

に係る証拠の採否
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会 議 名 開 催 議 題 公布、公示
年 月 日

第23回委員会 4. 3.14 ○ 議 案
１ 人事委員会事務局職員の任免（総括主幹以上）
２ 職員の採用選考（知事部局）
３ 職員の採用選考（病院局）
４ 一般任期付職員の採用等の承認
５ 人事委員会規則７－３３（失業者の退職手当）等の 4. 3.23

一部を改正する規則案
〇 その他

令和３年度労働基準法・労働安全衛生法等適用状況
調査の実施結果について

第24回委員会 4. 3.23 ○ 議 案
１ 職員の選考採用
２ 人事委員会規則２－０（人事委員会事務局の組織） 4. 4. 1

の一部を改正する規則案
３ 人事委員会規則２－２８（人事委員会事務局処務規 4. 4. 1

則）の一部を改正する規則案
４ 人事委員会規則２－３１（人事委員会事務専決代決 4. 4. 1

規則）の一部を改正する規則案
５ 人事委員会規則６－１８（公益的法人等への職員の 4. 4. 1

派遣等）等の一部を改正する規則案
６ 人事委員会規則７－２７（警察職員の特殊勤務手当） 4. 3.30

の一部を改正する規則案
７ 人事委員会規則７－５１（へき地手当等）の一部を 4. 3.30

改正する規則案
８ 人事委員会規則７－１１１（特地勤務手当等）の一 4. 3.30

部を改正する規則案
９ 人事委員会規則１３－９（職員の育児休業等に関す 4. 3.30

る規則）の一部を改正する規則案

第25回委員会 4. 3.29 ○ 議 案
１ 一般任期付職員の採用等の承認
２ 人事委員会規則７－６７（管理職手当）の一部を改 4. 3.30

正する規則案
３ 人事委員会規則１２－６（職員の退職管理に関する 4. 3.30

規則）の一部を改正する規則案

(2) 総 括

開催回数 議 案 議 案 以 外 合

定 臨 規 通 各 職 不 各 条 そ 小 審 報 協 そ 小
則 知 種 員 服 種 例
制 制 試 団 申 承 案
定 定 験 体 立 認 に

例 時 ・ ・ 関 関 て 関 対 の の
改 改 係 係 関 係 す
廃 廃 係 る

意
会 会 見 他 計 理 告 議 他 計 計

25 19 8 9 5 2 10 53 2 21 15 38 91
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３ 条例案に対する意見３ 条例案に対する意見３ 条例案に対する意見３ 条例案に対する意見

意見提出
議 案 番 号 件 名 意 見

年 月 日

3.11.24 第308回定例会 職員の給与に関する条 本条例案は、令和３年10月７日に本委員会
(令和３年11月) 例等の一部を改正する が議会及び知事に対して行った職員の給与等

議案第５号 条例案 に関する報告及び勧告に基づき、職員の期末
手当の支給割合を改めるものであり、適当で
あると考える。

4. 2.22 第309回定例会 職員の育児休業等に関 本条例案は、非常勤職員の育児休業及び部
(令和４年２月) する条例の一部を改正 分休業の取得に係る在職期間の要件を緩和す

議案第21号 する条例案 るものであり、適当であると考える。
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第２ 事 務 局第２ 事 務 局第２ 事 務 局第２ 事 務 局

１ 職 員 名 簿１ 職 員 名 簿１ 職 員 名 簿１ 職 員 名 簿

課・ｸﾞﾙｰﾌﾟ名 職 名 氏 名 備 考

事 務 局 長 大 澤 道 彦 4.3.31出向（会計管理者）

課 長 澤 純 市 4.3.31出向（人事課課長）

総 副 参 事 木 村 由貴子 （グループマネージャー）

務

・ 主 幹 中 堤 文 世

任

職 用 主 査 相 馬 智 司 4.3.31出向（交通政策課主幹）

グ

ル 主 事 池 田 拓 弥

ー

プ 主 事 古 川 莉里香

員 副 参 事 兼 田 譲 司 （グループマネージャー）

給 総 括 主 幹 佐々木 克 剛 （サブマネージャー）

与 4.3.31出向（総務学事課総括主幹）

・

審 主 幹 梅 原 実 津 （サブマネージャー）

課 査

グ 主 査 楢 山 静

ル

主 査 向 山 友里子ー

プ

主 事 和 田 紗耶香 4.3.31出向（地域産業課主事）

主 事 伊 藤 美 香

-7-



２ 令和３年度予算２ 令和３年度予算２ 令和３年度予算２ 令和３年度予算

歳 入歳 入歳 入歳 入 （単位：千円）

予 算 額
科 目 説 明

当 初 補 正 計

14 款 「地方公共団体と青森県との間の公平委員会の
諸収入 592 △ 6 586 事務委託に関する規約」による委託費

年額 13 × 10（ 市 ）=130
4 項 10 × 30（町 村）=300
受託事業収入 592 △ 6 586 6 × 26（一部事務組合等）=156

1 目 定額分 66 団体 586
総務受託事業収入 592 △ 6 586

2 節
人事委員会費 592 △ 6 586

市町村公平
委員会事務 592 △ 6 586

歳 出歳 出歳 出歳 出 （単位：千円）

予 算 額
科 目 説 明

当 初 補 正 計

２款 総務費
９項 人事委員会費 137,955 △ 4,097 133,858

１目 委員会費 23,713 △ 5,106 18,607 (1) 管理費 7,635
1 節 報 酬 5,868 △ 600 5,268 (2) 職員費 1,021
7 節 報 償 費 247 △ 37 210 (3) 試験費 9,951
8 節 旅 費 5,281 △ 3,950 1,331
9 節 交 際 費 19 19

10 節 需 用 費 4,069 △ 264 3,805
11 節 役 務 費 1,556 △ 102 1,454
12 節 委 託 料 1,667 1,667
13 節 使用料及び 1,935 △ 148 1,787

賃借料
17 節 備品購入費 367 233 600
18 節 負担金補助 2,704 △ 238 2,466

及び交付金

２目 事務局費 114,242 1,009 115,251
1 節 報 酬 2,732 777 3,509 (1) 事務費 2,489
2 節 給 料 54,401 77 54,478 (2) 人件費 112,762
3 節 職員手当等 35,560 86 35,646
4 節 共 済 費 18,816 93 18,909
8 節 旅 費 152 68 220
9 節 交 際 費 18 18

10 節 需 用 費 2,068 2,068
11 節 役 務 費 147 147
13 節 使用料及び 348 △ 92 256

賃借料

-8-



第３第３第３第３            任任任任                用用用用 

 

１１１１    競競競競    争争争争    試試試試    験験験験    

職員の採用は、原則として競争試験によることとされており（地方公務員法第１７条の２第１項）、

本委員会では、毎年度採用試験を実施している。 

 

（１）採（１）採（１）採（１）採    用用用用    試試試試    験験験験 

令和３年度の職員採用試験及び警察官採用試験の実施状況は、次のとおりである。 

なお、警察官採用試験の実施については、警察本部長に委任している。 

職員採用試験の申込者数については、大学卒業程度は前年度比１７．８％減、大学卒業程度（社

会人枠）は前年度比２５．５％減、短大卒業程度は前年度比４７．４％減、高校卒業程度は前年度

比２２．２％減となった。 

警察官採用試験の申込者数については、警察官Ａは前年度比で男性は４．６％減、女性は前年度

比で２．３％増、警察官Ｂは前年度比で男性は５．０％増、女性は１６．３％減となった。 

試験の種類 申込者数 
第 １ 次 試 験 第 ２ 次 試 験 

受験倍率 採用人員 
受験者数 合格者数 受験者数 合格者数 

大 卒 程 度 
444 

(540) 

361 

(432) 

239 

(261) 

231 

(255) 

143 

(144) 

2.5 

(3.0) 

115 

(126) 

大 卒 程 度 

（ 社 会 人 枠 ） 

143 

(192) 

105 

(136) 

34 

(44) 

32 

(44) 

15 

(14) 

7.0 

(9.7) 

14 

(13) 

短 大 卒 程 度 
10 

(19) 

5 

(14) 

5 

(6) 

5 

(6) 

1 

(1) 

5.0 

(14.0) 

1 

(1) 

高 卒 程 度 
140 

(180) 

131 

(161) 

71 

(83) 

69 

(80) 

39 

(34) 

3.4 

(4.7) 

23 

(26) 

警

察

官

試

験 

警 察 官 Ａ 
（ 男 性 ） 

166 

(174) 

128 

(153) 

101 

(110) 

76 

(86) 

40 

(40) 

3.2 

(3.8) 

32 

(34) 

警 察 官 Ａ 
（ 女 性 ） 

45 

(44) 

30 

(33) 

24 

(25) 

20 

(20) 

10 

(8) 

3.0 

(4.1) 

10 

(5) 

警 察 官 Ａ 
（武道指導/柔道） 

1 

(2) 

1 

(2) 

1 

(2) 

1 

(1) 

1 

(0) 

1.0 

(-) 

1 

(0) 

警 察 官 Ａ 
（武道指導/剣道） 

0 

(2) 

0 

(2) 

0 

(1) 

0 

(1) 

0 

(1) 

- 

(2.0) 

0 

(1) 

警 察 官 Ｂ 
（ 男 性 ） 

272 

(259) 

243 

(229) 

174 

(172) 

153 

(145) 

34 

(31) 

7.1 

(7.4) 

29 

(13) 

警 察 官 Ｂ 
（ 女 性 ） 

87 

(104) 

75 

(85) 

51 

(47) 

44 

(41) 

9 

(13) 

8.3 

(6.5) 

7 

(10) 

合 計 
1,308 

(1,516) 

1,079 

(1,247) 

700 

(752) 

631 

(679) 

292 

(286) 

3.7 

(4.4) 

232 

(230) 

（注）１ （ ）内は、令和２年度の実施状況である。 

２ 受験倍率は、
第１次試験の受験者数

第２次試験の合格者数
 である。 
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ア 日程等 

試験の 
種 類 

公告日 
申込受付 
期  間 

試験日(合格発表日) 
試 験 会 場 

採用候補者 
名 簿 
確定年月日 第１次試験 第２次試験 

大卒程度 3. 5. 7 
3. 5. 7 

 ～ 3. 5.28 
3. 6.20 

( 3. 6.28) 

3. 7.12 
～20 

( 3. 8.10) 

第１次 青森高校 
CrossTransit航空会館 

第２次 自治研修所 
3. 8. 6 

大卒程度 
(社会人枠) 

3. 5. 7 
3. 5. 7 

 ～ 3. 5.28 
3. 6.20 

( 3. 7. 8) 
3. 8.22 

( 3. 9.10) 

第１次 青森高校 
自治研修所 
CrossTransit航空会館 

第２次 自治研修所 

3. 9. 8 

短 大 卒 
程 度 

3. 7. 9 
3. 8. 2 

 ～ 3. 8.27 
3. 9.26 

( 3.10. 6) 

3.10.26 
～29 

( 3.11.15) 

第１次 青森工業高校 
弘前中央高校 
八戸東高校 

第２次 総合社会教育センター 

3.11.11 

高卒程度 

警察官Ａ 
試 験 

3. 5. 7 
3. 5.10 
～ 3. 6.18 

3. 7.11 
( 3. 7.16) 

3. 8.26 
～27 

( 3. 9.17) 

第１次 警察学校 
弘前工業高校 
八戸市総合福祉会館 
ソニックシティ 

第２次 警察学校 

3. 9.17 

警察官Ｂ 
試 験 

3. 7. 9 
3. 7.16 
～ 3. 9. 3 

3. 9.26 
( 3.10. 1) 

3.11.11 
～14 

( 3.12. 3) 

第１次 青森工業高校 
弘前中央高校 
八戸東高校 

第２次 警察学校 

3.12. 3 

イ 受験資格及び試験の方法 

試験の 

種 類 

受 験 資 格 

［4. 4. 1現在の年齢］ 

試 験 の 方 法 

第１次試験 第２次試験 

大卒程度 

次のいずれかに該当する者 

① 平成４年４月２日から 

平成１２年４月１日までに

生まれた者 

［２２歳以上２９歳以下］ 

② 平成１２年４月２日以降

に生まれた者で大学卒又は

大学卒見込みの者 

［２１歳以下] 

１ 教養試験(保健師を除く。) 

択一式  ４０題 

（２時間） 

２ 専門試験 

択一式  ４０題 

（２時間） 

筆記試験 

１ 論文試験 

１題（１時間） 

２ 適性検査 

面接試験 

グループワーク 

個別面接 
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試験の 

種 類 

受 験 資 格 

［4. 4. 1現在の年齢］ 

試 験 の 方 法 

第１次試験 第２次試験 

大卒程度 

(社会人枠) 

昭和３７年４月２日以降 

に生まれた者 

［５９歳以下］ 

１ 教養試験（行政のみ） 

択一式  ４０題 

（２時間） 

２ 専門試験（行政以外） 

択一式  ４０題 

（２時間） 

３ アピールシート試験 

職務経歴シート 

アピールシート 

筆記試験 

１ 論文試験 

１題（１時間） 

２ 適性検査 

面接試験 

グループワーク 

個別面接 

短 大 卒 

程 度 

平成６年４月２日から 

平成１４年４月１日までに 

生まれた者 

［２０歳以上２７歳以下］ 

１ 教養試験 

択一式  ４０題 

（２時間） 

２ 専門試験 

（栄養士・総合土木） 

択一式 ４０題 

（２時間） 

（林業） 

記述式 ８題 

（２時間） 

筆記試験 

１ 論文試験 

１題（１時間） 

２ 適性検査 

面接試験 

グループワーク 

個別面接 

高卒程度 

平成１２年４月２日から 

平成１６年４月１日までに 

生まれた者 

［１８歳以上２１歳以下］ 

警察官Ａ 

試 験 

平成元年４月２日以降に 

生まれた者で大学卒又は 

大学卒見込みの者 

［３２歳以下］ 

１ 教養試験 

択一式  ５０題 

警察官Ａ試験 

－２時間３０分 

警察官Ｂ試験 

－２時間 

２ 実技試験 

（警察官Ａ(武道指導)） 

３ 適性検査 

１ 論（作）文試験 

１題（１時間） 

２ 面接試験 

集団面接 

個別面接 

３ 適性検査 

４ 体力検査 

持久力、瞬発力及び筋力 

５ 身体検査 

警察官Ｂ 

試 験 

平成元年４月２日から 

平成１６年４月１日までに 

生まれた者(警察官Ａの受験 

資格を有する者を除く。) 

［１８歳以上３２歳以下］ 
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   ウ　実施状況

受験者 受験率 合格者 受験者 合格者

（Ａ） （Ｂ） （B/A） （Ｃ） (A/C) (B/C)

行 政 79 285 227 79.6 136 130 80 3.6 2.8 65 58 7

警 察 行 政 3 17 17 100.0 9 9 3 5.7 5.7 3 3

病 院 運 営 2 7 5 71.4 4 4 2 3.5 2.5 2 2

化 学 2 8 7 87.5 6 6 2 4.0 3.5 1 1

心 理 5 9 9 100.0 7 7 5 1.8 1.8 5 5

福 祉 9 14 14 100.0 10 10 8 1.8 1.8 8 8

保 健 師 10 12 11 91.7 11 11 10 1.2 1.1 6 6

農 学 6 18 15 83.3 12 12 6 3.0 2.5 4 4

畜 産 4 5 4 80.0 4 4 4 1.3 1.0 3 3

林 業 1 7 5 71.4 4 4 1 7.0 5.0

水 産 2 6 4 66.7 2 1 1 6.0 4.0 1 1

総 合 土 木 19 42 34 81.0 26 25 17 2.5 2.0 13 13

建 築 3 4 2 50.0 1 1 1 4.0 2.0 1 1

設 備 2 4 3 75.0 3 3 2 2.0 1.5 2 2

警察科学(化学) 1 6 4 66.7 4 4 1 6.0 4.0 1 1

計 148 444 361 81.3 239 231 143 3.1 2.5 115 102 2 4 7

行 政 4 98 72 73.5 12 12 4 24.5 18.0 3 3

心 理 1 ─ ─ ─

福 祉 1 12 9 75.0 5 5 1 12.0 9.0 1 1

保 健 師 1 4 2 50.0 2 1 1 4.0 2.0 1 1

農 学 1 4 3 75.0 2 2 1 4.0 3.0 1 1

林 業 1 3 3 100.0 2 2 1 3.0 3.0 1 1

総 合 土 木 5 13 11 84.6 7 7 5 2.6 2.2 5 5

建 築 1 3 2 66.7 2 1 1 3.0 2.0 1 1

設 備 1 6 3 50.0 2 2 1 6.0 3.0 1 1

計 16 143 105 73.4 34 32 15 9.5 7.0 14 14

栄 養 士 1 10 5 50.0 5 5 1 10.0 5.0 1 1

計 1 10 5 50.0 5 5 1 10.0 5.0 1 1

一 般 事 務 6 43 36 83.7 10 10 6 7.2 6.0 2 2

教 育 事 務 25 81 80 98.8 46 45 25 3.2 3.2 16 5 11

警 察 事 務 2 6 6 100.0 7 6 2 3.0 3.0 1 1

林 業 2 2 2 100.0 2 2 2 1.0 1.0 2 2

総 合 土 木 4 8 7 87.5 6 6 4 2.0 1.8 2 2

計 39 140 131 93.6 71 69 39 3.6 3.4 23 6 1 5 11

警 察 官 Ａ
( 男 性 ）

40 166 128 77.1 101 76 40 4.2 3.2 32 32

警 察 官 Ａ
( 女 性 ）

10 45 30 66.7 24 20 10 4.5 3.0 10 10

警 察 官 Ａ
( 武 道 指 導 / 柔 道 )

1 1 1 100.0 1 1 1 1.0 1.0 1 1

警 察 官 Ａ
( 武 道 指 導 / 剣 道 )

1 - - -

警 察 官 Ｂ
（ 男 性 ）

34 272 243 89.3 174 153 34 8.0 7.1 29 29

警 察 官 Ｂ
（ 女 性 ）

9 87 75 86.2 51 44 9 9.7 8.3 7 7

計 95 571 477 83.5 351 294 94 6.1 5.1 79 79

299 1,308 1,079 82.5 700 631 292 4.5 3.7 232 122 2 84 13 11

（注）１　｢教育委員会」欄には、教育委員会、県立学校及び学校以外の教育機関に係る人員を記載した。

２　｢小中学校」欄には、市町村立小・中学校に係る人員を記載した。

３　高校卒業程度の試験職種｢一般事務｣｢教育事務｣及び｢警察事務｣については、これらの試験職種の範囲内で第３志望まで選択

　させたものである。　

合     計

第１次試験 第２次試験 採　　用　　者

試験職種
試験
の

種類

採用
予定
人員

大
　
卒
　
程
　
度

大
卒
程
度

(

社
会
人
枠

)

高
 
卒
 
程
 
度

警
察
官
試
験

計

知
事
部
局

短
大
卒

程
度

病
院
局

警
察
本
部

教
育
委
員
会

小
中
学
校

各
種
委
員
会

申込者
申込
倍率

受験
倍率
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　エ　参考（学歴別、男女別の申込者数、受験者数及び合格者数調）

試験 　　　　
の 試 験 職 種
種類 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格

男 13 8 1 145 117 33 5 2 1 3 3 166 130 35

行　　政 女 4 4 3 112 92 42 3 1 119 97 45

計 17 12 4 257 209 75 8 3 1 3 3 285 227 80

男 6 6 6 6

警察行政 女 10 10 3 1 1 11 11 3

計 16 16 3 1 1 17 17 3

男 3 3 1 1 4 3 1

病院運営 女 3 2 1 3 2 1

計 6 5 2 1 7 5 2

男 4 3 4 3

化　　学 女 4 4 2 4 4 2

計 8 7 2 8 7 2

男 2 2 2 2 2 4 4 2

心　　理 女 2 2 1 3 3 2 5 5 3

計 4 4 3 5 5 2 9 9 5

男 7 7 3 7 7 3

福　　祉 女 7 7 5 7 7 5

計 14 14 8 14 14 8

男 1 1 1 1 1 1

保 健 師 女 11 10 9 11 10 9

計 12 11 10 12 11 10

男 1 9 8 3 10 8 3

農　　学 女 1 7 7 3 8 7 3

計 2 16 15 6 18 15 6

男 2 1 1 2 1 1

畜　　産 女 3 3 3 3 3 3

計 5 4 4 5 4 4

男 1 1 2 1 3 2

林　　業 女 3 2 1 1 1 4 3 1

計 4 3 1 3 2 7 5 1

男 4 3 1 4 3 1

水　　産 女 2 1 2 1

計 2 1 4 3 1 6 4 1

男 32 25 14 1 1 1 4 4 1 37 30 16

総合土木 女 5 4 1 5 4 1

計 37 29 15 1 1 1 4 4 1 42 34 17

男 4 2 1 4 2 1

建　　築 女

計 4 2 1 4 2 1

男 3 3 2 1 4 3 2

設　　備 女

計 3 3 2 1 4 3 2

男 1 2 2 3 2

警察科学(化学) 女 1 1 1 2 1 3 2 1

計 2 1 1 4 3 6 4 1

男 18 11 3 226 184 60 7 3 2 8 7 1 259 205 66

計 女 13 10 6 168 144 71 3 1 1 1 185 156 77

計 31 21 9 394 328 131 10 4 2 9 8 1 444 361 143

性
別

大
　
　
　
　
　
　
　
　
卒
　
　
　
　
　
　
　
　
程
　
　
　
　
　
　
　
　
度

合 計中 学高 校短 大大 学大 学 院
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試験 　　　　
の 試 験 職 種
種類 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格

性
別

合 計中 学高 校短 大大 学大 学 院

男 7 5 47 33 2 6 6 9 6 69 50 2

行　　政 女 4 3 1 13 11 1 8 6 4 2 29 22 2

計 11 8 1 60 44 3 14 12 13 8 98 72 4

男

心　　理 女

計

男 1 1 3 2 4 3

福　　祉 女 5 4 1 2 2 1 8 6 1

計 1 1 8 6 1 2 2 1 12 9 1

男 1 1 1 1 1 1

保 健 師 女 3 1 3 1

計 4 2 1 4 2 1

男 1 1 2 2 1 3 3 1

農　　学 女 1 1

計 1 1 3 2 1 4 3 1

男 2 2 1 1 1 3 3 1

林　　業 女

計 2 2 1 1 1 3 3 1

男 6 6 3 2 2 1 3 2 1 11 10 5

総合土木 女 1 1 1 2 1

計 7 6 3 2 2 1 4 3 1 13 11 5

男 2 1 1 2 1 1

建　　築 女 1 1 1 1

計 1 1 2 1 1 3 2 1

男 2 1 1 1 2 1 5 2 1

設　　備 女 1 1 1 1

計 2 1 1 1 3 2 6 3 1

男 9 7 63 47 9 11 9 2 15 10 1 98 73 12

計 女 4 3 1 24 17 2 10 8 6 4 1 45 32 3

計 13 10 1 87 64 11 21 17 2 21 14 1 1 143 105 15

大
　
　
卒
　
　
程
　
　
度
　
　

（
　
　
社
　
　
会
　
　
人
　
　
枠
　
　
）
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試験 　　　　
の 試 験 職 種
種類 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格 申込 受験 合格

性
別

合 計中 学高 校短 大大 学大 学 院

男 1 1 1 1

栄養士 女 6 2 1 3 2 9 4 1

計 7 3 1 3 2 10 5 1

男 1 1 1 1

計 女 6 2 1 3 2 9 4 1

計 7 3 1 3 2 10 5 1

男 6 4 2 16 14 3 22 18 5

一般事務 女 4 3 17 15 4 21 18 4

計 10 7 2 33 29 7 43 36 9

男 14 14 4 28 27 4 42 41 8

教育事務 女 6 6 3 33 33 12 39 39 15

計 20 20 7 61 60 16 81 80 23

男 1 1 1 1

警察事務 女 3 3 1 2 2 5 5 1

計 3 3 1 2 2 1 1 6 6 1

男 2 2 2 2 2 2

林　　業 女

計 2 2 2 2 2 2

男 2 2 2 2 2 4 4 2

総合土木 女 4 3 2 4 3 2

計 2 2 6 5 4 8 7 4

男 22 20 6 48 45 11 1 1 71 66 17

計 女 13 12 4 56 53 18 69 65 22

計 35 32 10 104 98 29 1 1 140 131 39

男 166 128 40 166 128 40

女 45 30 10 45 30 10

男 1 1 1 1 1 1

女

男

女

男 52 47 5 220 196 29 272 243 34

女 17 14 1 70 61 8 87 75 9

男 167 129 41 52 47 5 220 196 29 439 372 75

計 女 45 30 10 17 14 1 70 61 8 132 105 19

計 212 159 51 69 61 6 290 257 37 571 477 94

 男 27 18 3 457 361 110 92 79 15 291 258 42 1 1 868 717 170

女 17 13 7 243 193 84 46 37 5 133 119 26 1 440 362 122

計 44 31 10 700 554 194 138 116 20 424 377 68 2 1 1,308 1,079 292

高
　
　
　
　
卒
　
　
　
　
程
　
　
　
　
度

短
　
大
　
卒
 
程
 
度

警察官Ａ

警
　
　
察
　
　
官
　
　
試
　
　
験

合    計

警察官Ａ
(武道指導/柔道)

警察官Ａ
(武道指導/剣道)

警察官Ｂ
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（２）昇任選考考査（２）昇任選考考査（２）昇任選考考査（２）昇任選考考査    

警察官の階級警部以下への昇任については、昇任選考考査を行っており、令和３年度の実施状況

は、次のとおりである。 

なお、昇任選考考査の実施については、警察本部長に委任している。 

 

ア 日程等 

昇 任 

させる 

階 級 

考査 

の 

種類 

選 考 考 査 実 施 日 

合格発表日 考 査 会 場 
予備試験 

第１次試験 第２次試験 

受験者選抜 筆記面接試験 

警 部 

一般 3. 4.21 3. 5.12 3. 6. 8 3. 6.16 

予 備 青森県庁、警察学校、機動隊、

青森、八戸、弘前、五所川原、

黒石、十和田、むつ、野辺地の

各警察署 

第１次 青森県庁、警察学校、機動隊、

青森、八戸、弘前、五所川原、

黒石、十和田、むつ、野辺地、

つがるの各警察署、愛知県警察 

第２次 警察本部、警察学校 

選抜 
実施しない 

 
3.12.21 

4. 1.25 警察本部 

選考   

警部補 

一般 3. 4.20 3. 5.11 3. 6. 4 3. 6.16 

予 備 青森県庁、警察学校、機動隊、

青森、八戸、弘前、黒石、三沢、

むつ、野辺地、つがる、三戸、

鰺ケ沢、七戸、青森南、外ヶ浜、

五戸、板柳の各警察署 

第１次 青森県庁、警察学校、機動隊、

青森、八戸、弘前、黒石、三沢、

むつ、つがるの各警察署、警視

庁 

第２次 警察本部、警察学校 

選抜 
実施しない 

  
警察本部 

選考  3.12.21 

巡 査 

部 長 

一般 3. 4.20 3. 5. 7 3. 6. 3 3. 6.16 

予 備 青森県庁、警察学校、機動隊、

青森、八戸、弘前、黒石、三沢、

むつ、野辺地、つがる、三戸、

鰺ケ沢、七戸、青森南、外ヶ浜、

五戸、板柳の各警察署 

第１次 青森県庁、警察学校、機動隊、

青森、八戸、弘前、黒石、三沢、

むつ、つがるの各警察署、警視

庁 

第２次 警察本部、警察学校 

選抜     

選考 実施しない  3.12.21 警察本部 
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イ 実施状況 

昇 任 

させる 

階 級 

考査 

の 

種類 

申 込 者 
(選抜及び選考は、 
所属長推薦者) 

予 備 試 験 第１次試験 第２次試験 筆記口述試験 

競争率 昇任者 
受験者 合格者 受験者 合格者 受験者 合格者 受験者 合格者 

警 部 

一般 
293 

(34) 
256 88 

121 

(34) 

37 

(15) 

37 

(15) 

26 

(12) 
───── 11.2 24 

選抜 12 
実 施 し な い 

4.0 3 

選考 9 - 0 

警部補 

一般 
404 

(28) 
373 106 

134 

(28) 

62 

(19) 

62 

(19) 

44 

(10) 
───── 9.1 43 

選抜  
実 施 し な い 

  

選考 8 4.0 2 

巡 査 

部 長 

一般 
612 

(26) 
583 166 

191 

(25) 

92 

(12) 

92 

(12) 

77 

(8) 
───── 7.9 77 

選抜  
実 施 し な い 

  

選考 9 3.0 3 

（注）１ （ ）内は、予備試験免除者で内数である。 

２ 「一般」の競争率は、
予備試験受験者数及び予備試験免除者数

第２次試験の合格者数
 である。 

３ 「選抜」及び「選考」の競争率は、
所属長推薦者数

昇任者数
 である。 
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ウ 受考資格及び考査の方法 

昇 任 

させる 

階 級 

考査 

の 

種類 

受 考 資 格 

考 査 の 方 法 

予 備 試 験 
第１次試験 第２次試験 

（筆記面接試験） 

警 部 

一般 
警部補として４年以上の在級年数を有

する者 

筆記試験 

択 一 式 

５ ０ 問 

筆記試験 

６ 科 目 

面接試験 

術科試験 

実務能力試験 

選抜 

警部補として４年以上の在級年数を有

し、かつ、勤務成績が優秀で、専門的実務

能力が極めて高い者のうちから本部昇任

管理委員会が決定した者 

実施しない 実施しない 

選考 

警部補として１０年以上の在級年数を

有し、かつ、年齢が５５歳以上で、勤務成

績が優良な精勤者のうちから本部昇任管

理委員会が決定した者 

実施しない 実施しない 

警部補 

一般 

巡査部長として４年（大卒者は２年、短

大卒者は３年）以上の在級年数を有する

者 

筆記試験 

択 一 式 

５ ０ 問 

筆記試験 

６ 科 目 

面接試験 

術科試験 

選抜 

巡査部長として４年以上の在級年数を

有し、かつ、勤務成績が優秀で、専門的実

務能力が極めて高い者のうちから本部昇

任管理委員会が決定した者 

実施しない 実施しない 

選考 

巡査部長として１０年以上の在級年数

を有し、かつ、年齢が５０歳以上で、勤務

成績が優良な精勤者のうちから本部昇任

管理委員会が決定した者 

実施しない 実施しない 

巡 査 

部 長 

一般 
巡査として４年（大卒者は２年、短大卒

者は３年）以上の在級年数を有する者 

筆記試験 

択 一 式 

５ ０ 問 

筆記試験 

６ 科 目 

面接試験 

術科試験 

選抜 

巡査として４年以上の在級年数を有

し、かつ、勤務成績が優秀で、専門的実務

能力が極めて高い者のうちから本部昇任

管理委員会が決定した者 

実施しない 実施しない 

選考 

巡査として１４年以上の在級年数を有

し、かつ、年齢が３６歳以上で、勤務成績

が優良な精勤者のうちから本部昇任管理

委員会が決定した者 

実施しない 実施しない 
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２２２２    選選選選            考考考考    

競争試験によることが不適当であると認められる職への採用又は昇任は、選考によることができる

こととされており（地方公務員法第１７条の２）、本委員会は、法令に定める資格、免許及び本委員会

が必要と認める経歴等の基準により選考を実施している。 

 

（１）採（１）採（１）採（１）採    用用用用    選選選選    考考考考    

令和３年度に実施した採用選考の状況は、次のとおりである。 

 

ア 適用根拠規定（人事委員会規則６－１５第３３条各号）別状況 

部  局  

規  定 

知 事 

部 局 
病院局 

教 育 

委員会 

警 察 

本 部 

各 種 

委員会 
計 

第１号 役付の職 
5 

(3) 
 2   

7 

(3) 

第２号 警察官の階級巡査部長以上の職    19  19 

第３号 

人事委員会を置く他の地方公共団体又は国の

試験又は選考に合格した者をもって補充しよう

とする職で、当該試験又は選考に係る職と職務

の複雑と責任の度が同等以下と人事委員会が認

めるもの 

      

第４号 

人事委員会を置く他の地方公共団体又は国に

現に正式に任用されている者又はかつて正式に

任用されていた者をもって補充しようとする職

で、その者が現に任用されている職又はかつて

任用されていた職と職務の複雑と責任の度が同

等以下と人事委員会が認めるもの 

4 1  1  6 

第５号 

かつて職員であった者をもって補充しようと

する職で、その者がかつて任用されていた職と

職務の複雑と責任の度が同等以下と人事委員会

が認めるもの 

1     1 

第６号 

試験を行っても十分な競争者が得られないと

人事委員会が認める職又は職務と責任の特殊性

により職務の遂行能力について順位の判定が困

難であると人事委員会が認める職で別表第２に

掲げるもの 

16 139  2  157 

第７号 

地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に

関する法律(平成１４年法律第４８号)第４条又

は第５条の規定により任期を定めて採用しよう

とする職 

      

第８号 

地方公務員の育児休業等に関する法律(平成

３年法律第１１０号)第６条第１項又は第１８

条第１項の規定により任期を定めて採用された

者をもって補充しようとする職 

      

第９号 

職員の配偶者同行休業に関する条例(平成２

６年青森県条例第６８号)第９条第１項の規定

により任期を定めて採用された者をもって補充

しようとする職 

      

第１０号 
前各号に規定するもののほか、試験によるこ

とが不適当であると人事委員会が認める職 

4 

(30) 
 3   

7 

(30) 

計 
30 

(33) 
140 5 22  

197 

(33) 

（注）１ 発令日が 3. 4. 1～ 4. 3.31 の採用者である。 

２ （ ）内は、無給併任職員で外数である。  
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イ 適用給料表別職層状況 

適 用 

給料表 
職 名 ( 職 ) 人 員 

部 局 別 人 員 

知 事 部 局 病 院 局 教育委員会 警 察 本 部 各種委員会 

行

政

職 

部 長 級 2 2     

次 長 級       

課 長 級 1   1   

副 参 事 級 1    1  

総 括 主 幹 級 2 1  1   

主 幹 級 3 3     

主 査 級 2 2     

主 事 級 18 16  2   

計 29 24  4 1  

警

察

職 

警 視 3    3  

警 部 7    7  

警 部 補 7    7  

巡 査 部 長 2    2  

巡 査       

計 19    19  

医 

療 

職 

(一) 

部 長 級       

次 長 級       

課 長 級       

副 参 事 級 2 2     

総 括 主 幹 級 10  10    

医 師 65 1 64    

計 77 3 74    

医療職 

(二) 

技師(獣医師等) 22 3 19    

計 22 3 19    

医療職 

(三) 

技師(看護師等) 46  46    

計 46  46    

医療職 

(四) 

主査(臨床心理士等) 1  1    

計 1  1    

研究職 
主 査 級 3   1 2  

計 3   1 2  

合 計 197 30 140 5 22  
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（２）選（２）選（２）選（２）選    考考考考    試試試試    験験験験    

事務職を採用する障害者を対象とした職員の採用選考については、競争試験に準じた手続により、

本委員会が選考試験を実施しており、令和３年度の状況は、次のとおりである。 

 

ア 日程等 

試 験 公 告 日 申込受付期間 
試験日(合格発表日) 

試 験 会 場 
第１次試験 第２次試験 

障害者を対

象とした青

森県職員採

用選考試験 

3. 8.16 
3. 8.16 

～ 3. 9.17 

 3.10.17 

( 3.10.25) 

 3.11. 7 

( 3.11.19) 

第１次：総合社会教育センター 

第２次：総合社会教育センター 

 

イ 実施状況 

試 験 試験職種 申込者数 
第１次試験 第２次試験 

受験倍率 採用人数 
受験者 合格者 受験者 合格者 

障害者を対

象とした青

森県職員採

用選考試験 

一般・ 

教育事務 
46 43 12 10 6 7.2 6 

警察事務 4 3 4 4 1 3.0 1 

計 50 46 16 14 7 6.6 7 

（注）１ 受験倍率は、
第１次試験の受験者数

第２次試験の合格者数
 である。 

２ 試験職種「一般・教育事務」及び「警察事務」については、これらの試験職種の範

囲内で第２志望まで選択させたものである。申込者数及び第１次試験の受験者数は、

第１志望の職種で計上している。また、第１次試験の合格者は、成績順及び志望順に

より決定したものである。 

 

ウ 受験資格及び試験の方法 

試 験 受 験 資 格 
試 験 の 方 法 

第 １ 次 試 験 第 ２ 次 試 験 

障害者を対象

とした青森県

職員採用選考

試験 

昭和５７年４月２日から平成

１６年４月１日までに生まれ

た者で、次に掲げる手帳等の交

付を受けており、活字印刷文又

は点字による出題に対応でき

る者 

① 身体障害者手帳又は身体

障害を有する旨が記載され

た診断書・意見書 

② 療育手帳等又は知的障害

者であることの判定書 

③ 精神障害者保健福祉手帳 

１ 教養試験 

択一式 ４０題 

（２時間） 

 

２ 適性検査 

１ 作文試験 

１題（１時間） 

 

２ 面接試験 

個別面接 
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第４ 給 与第４ 給 与第４ 給 与第４ 給 与

１ 令和３年 職員の給与等に関する報告及び勧告（令和３年10月７日）１ 令和３年 職員の給与等に関する報告及び勧告（令和３年10月７日）１ 令和３年 職員の給与等に関する報告及び勧告（令和３年10月７日）１ 令和３年 職員の給与等に関する報告及び勧告（令和３年10月７日）

（１）報告（１）報告（１）報告（１）報告

Ⅰ 給与に関する事項

１～６ 略

７ 本年の給与の改定

職員の給与は、地方公務員法に規定する給与決定の原則により、生計費、国及び他の

地方公共団体の職員の給与、民間事業の従事者の給与、その他の事情を考慮して定める

こととされており、職員や納税者である県民等の理解が得られるよう、これらの事項を

総合的に勘案し、適切に判断していく必要がある。

また、職員の給与は、人材確保や公務サービスの質にも深く関わるものであることか

ら、これらについても留意しながら検討する必要がある。

(1) 給料表

本年４月の月例給における職員給与と民間給与の較差を見ると、職員給与が民間給

与を９円（0.00％）上回っているが、その差は極めて小さい状況にある。

人事院においては、国家公務員給与が民間給与を19円（0.00％）上回っている状況

で較差が極めて小さいこと等から俸給表の改定を見送ったこと等を踏まえれば、職員

の給料表については、改定を行わないことが適当である。

(2) 期末手当・勤勉手当

職員の期末手当・勤勉手当の年間平均支給月数（4.25月）は、本県の民間事業所に

おける特別給の年間支給割合（4.22月）を0.03月分上回っている状況にある。

このため、期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間に

おける民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、年間平均支給月数を0.05月分引

き下げ、4.20月分とすることが適当である。

支給月数の引下げ分については、人事院勧告の内容や他の都道府県の動向等を踏ま

え、本年度については12月期の期末手当から差し引き、令和４年度以降については６

月期及び12月期における期末手当が均等になるよう支給月数を定めることが適当であ

る。

また、再任用職員、任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当についても、同様

に支給月数を引き下げることが適当である。
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Ⅱ 人事管理に関する事項

１ 人材の確保・育成等

(1) 人材の確保

近年、若年人口の減少、若者の就業意識の変化、民間企業の高い採用意欲等を背景

に、全国的に公務員の人材確保が厳しい状況にあり、本県の職員採用試験においても

受験者の減少傾向が続いており、人材の確保を取り巻く環境は一層厳しさを増してい

る。

こうした中、本委員会では、県職員の仕事の魅力をアピールするため、「技術職

１ＤＡＹ職場訪問」、「青森県ファーストステップセミナー」、「青森県庁ＪＯＢセミナ

ー」等の開催やＳＮＳによる情報発信のほか、昨年度からオンラインを活用した説明

会、本年度は新たに保護者を対象とした説明会の開催など、任命権者と連携しながら、

効果的な情報発信に取り組んでいる。

採用試験については、社会情勢の変化等を踏まえながら制度や運営方法について見

直しを行ってきたところであり、本年度の障害者採用試験においては、これまでの身

体障害者に加え、知的障害者及び精神障害者にも対象を拡大している。

今後も、受験者層の現状や傾向を分析しながら、より効果的な情報発信による受験

者の掘り起こしを進めるほか、任命権者と連携しながら人材確保の課題・ニーズを把

握し、適時適切に採用試験制度等を見直すなど、本県の将来を担う有為な人材の確保

に取り組んでいくこととする。

(2) 人材の育成等

複雑高度化する行政課題に的確に対応し、行政サービスの質を維持・向上させてい

くためには、全ての職員が能力や意欲を高めて活躍できる職場環境づくりが重要であ

り、職員一人ひとりの能力や適性などに応じて効果的に育成していくための取組が必

要である。

特に人事管理の基礎となる人事評価制度については、職員の能力・業績を的確に把

握し、評価することにより、その結果を職員の処遇や能力開発等に反映させるもので

あり、職員が能力を最大限発揮し、組織全体の活性化と公務能率を向上させるうえで

欠かせないものである。各任命権者においては、評価の公正性、透明性、客観性の確

保に留意し、国の人事評価制度の見直しの動向も踏まえながら、引き続き適切に運用

していく必要がある。

本年度から障害者採用試験の対象を拡大したところであるが、各任命権者において

は、採用後に障害を有することとなった職員を含め、障害のある職員がその能力を十

分発揮できるよう、周囲の職員が障害に対する理解を深め、必要な支援を行うなど、

個々の特性に配慮した職場環境づくりを更に進めていく必要がある。

女性が職業生活において活躍することは、多様な視点や新たな価値観が創出され、

組織の活性化、ひいては社会全体の活性化にもつながることから、女性職員の活躍を
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推進する取組は重要である。各任命権者においては、特定事業主行動計画に基づき、

女性職員がその個性と能力を十分に発揮していくことができるよう、職場環境づくり

に取り組んでいるところであり、職員に占める女性職員の割合、女性管理職の割合、

男性の育児休業の取得率等は増加の傾向にある。今後とも、積極的な女性受験者の募

集、女性職員個々の意欲や適性を踏まえた人事配置や従事業務の拡大、女性職員のキ

ャリア意識の醸成を図るための研修等の充実を図る必要がある。

２ 良好な勤務環境の整備

職員が心身ともに健康で、職務遂行において十分にその能力を発揮できる勤務環境を

整備することは、職員本人はもちろんのこと、職員の家族にとっても重要なことであり、

そのためには、総実勤務時間の縮減、仕事と家庭の両立支援、各種ハラスメントの防止、

心の健康づくりの推進などが求められるところである。

(1) 総実勤務時間の縮減

職員が、時間外勤務を縮減するとともに、計画的に年次休暇を取得することは、職

員の健康確保や職務能率の向上のみならず、過重労働による過労死等の防止や

有為な人材の確保の観点からも重要な課題となっている。

各任命権者においては、時間外勤務の状況の定期的な把握など、時間外勤務の縮減

に向けた取組を行っているところであるが、本年の本委員会の調査によると、月100時

間を超える時間外勤務を行った延べ職員数は令和元年度53人から令和２年度111人に増

加している。月100時間を超える職員数が増加したことは、新型コロナウイルス感染症

や自然災害などによる臨時・緊急的な業務等への対応など、やむを得ない面はあるも

のの、各任命権者においては、時間外勤務の詳細な要因分析を踏まえ、適正な職員配

置や災害時等におけるより機動的で柔軟な対応について検討する必要がある。

各所属においては、管理職員のリーダーシップ発揮によるマネジメントの強化に加

え、職員一人ひとりが業務改善や効率性を意識して計画的に業務を遂行するほか、デ

ジタル技術の活用等により生産性の向上を図りながら、時間外勤務の縮減に取り組む

必要がある。

また、学校現場における教職員の多忙化解消については、「学校における働き方改革

プラン」に基づく取組が進められているところである。県教育委員会は、各市町村教

育委員会と連携し、勤務時間の適正化に向けたプランの取組状況を調査し、課題・成

果の整理、優良事例の情報共有を行うなど、全県的に効果的な取組を進めているとこ

ろである。プランに掲げる目的及び目標を踏まえ、学校現場の環境が一層改善される

よう、教育委員会が学校と一丸となって着実に取組を進める必要がある。

年次休暇の取得促進については、各任命権者において、年次休暇の計画的な利用に

ついて周知を図るとともに、年次休暇取得日数が特に少ない職員に対して個別に取得

を呼びかける、学校において長期休業期間に学校閉庁日を設定するなどの取組を進め
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ているところである。

各任命権者が定めた特定事業主行動計画では、職員１人当たりの取得日数を16日へ

と増加させることを目標としているが、令和２年の職員１人当たりの年次休暇の取得

日数は12.3日と前年からほぼ横ばいであることから、各所属においては、柔軟で効率

的な業務運営を図るとともに、管理職員が自ら率先して休暇を取得することや、職員

一人ひとりの休暇取得に対する意識を高めることなどに加え、業務の見直しや実施時

期の工夫等による休暇を取得しやすい職場環境づくりにより一層取り組むことが必要

である。

(2) 仕事と家庭の両立支援

仕事と家庭の両立支援については、ワーク・ライフ・バランスの実現や女性活躍の

推進の観点からも重要であり、本県では、これまでも男女を問わず育児や介護などの

事情を抱える職員が安心して働き続けられる環境を整備するため、育児や介護のため

の休暇等の整備、子の看護休暇の拡充などを行ってきたところである。各任命権者に

おける両立支援制度の普及・啓発等の取組などにより、男性職員の育児休業取得率は

知事部局等では令和元年度の18.5％から令和２年度は26.5%に上昇するとともに、警察

本部においては令和元年度14.9％、令和２年度36.6％と全国でも高い水準となってい

るなど、一定の効果も現れてきている。

今般、人事院では、男性職員による育児の促進や女性職員の活躍推進を更に進める

ための方策の一つとして、育児休業の取得回数制限を緩和する国家公務員の育児休業

等に関する法律の改正について意見の申出を行うとともに、妊娠、出産、育児等と仕

事の両立支援のため、人事院規則の改正等により、休暇の新設、休業等の取得要件緩

和等を措置することとした。

本県においても、国と同様に妊娠、出産、育児等と仕事を両立しやすい環境を整備

するため、今後、国家公務員に係る取扱いや関係法令の整備等を踏まえて、次のとお

り、必要な措置を講ずることが適当と考える。

ア 男性職員の育児休業取得の促進等

育児休業の取得回数制限の緩和に併せて、子の出生後８週間以内に育児休業をし

ようとする場合の請求期限を２週間前まで（現行１月前まで）に短縮するとともに、

育児参加のための休暇の対象期間を子が１歳に達するまで（現行産後８週間を経過

する日まで）に拡大するほか、育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する取

組を一層進める必要がある。

イ 不妊治療のための休暇の新設等

国の「少子化社会対策大綱」においては、不妊治療と仕事の両立のための職場環

境整備を推進することが掲げられ、不妊治療への保険適用拡大に向けた検討も進め

られている等の状況を踏まえれば、不妊治療を受けやすい職場環境の整備は社会的

に求められており、本県においても不妊治療と仕事の両立を支援する必要性は高い

-25-



と考えられることから、国家公務員に準じて職員の不妊治療のための休暇（有給）

を新たに設けるとともに、不妊治療を受けやすい職場環境の整備を図る必要がある。

(3) ハラスメントの防止

職場におけるパワー・ハラスメントやセクシュアル・ハラスメント等のハラスメン

トは、職員個人の尊厳や人格を不当に傷つけ、公務能率の低下や貴重な人材の損失に

つながる行為である。

各任命権者においては、これまでもハラスメント防止等に関する要綱等の制定、苦

情相談体制の整備、研修内容の充実、定期的な啓発・周知の取組など、ハラスメント

の防止に取り組んできているところであるが、本委員会又は各任命権者への苦情相談

が一定数継続している状況にある。

無意識の思い込みや先入観（アンコンシャス・バイアス）は、自分自身では気づき

にくく、何気ない言動がハラスメントと捉えられかねないことから、各所属において

は、職員一人ひとりが自身の性別、年齢、経験等によるアンコンシャス・バイアスを

理解するとともに、日頃からコミュニケーションを図るなど、ハラスメントの起こり

にくい職場づくりに努める必要がある。

(4) 心の健康づくりの推進

職員の心の健康づくりについては、本年、総務省が全ての地方自治体を対象として、

メンタルヘルス不調により１週間以上休んだ職員数等の調査を実施するなど、全国的

な課題となっており、本県においても、１か月以上の長期病休者に占めるメンタルヘ

ルス不調者の割合は依然として高い状況にある。職員が職務を円滑かつ適切に遂行す

る上で、心の健康の保持増進は極めて重要であることから、各任命権者において、ス

トレスチェック制度の活用、相談窓口の設置、職員への研修など様々な対策を講じて

きたところであるが、メンタルヘルス不調による病休者等に対しては、安心して職場

復帰できるよう、産業医、健康支援員、周囲の職員等により早期に総合的な復職支援

を行うことが重要であり、復職後も職員及び管理監督者等において、自らや部下の心

の健康状態の把握とケアに努める必要がある。

(5) テレワーク等の柔軟な働き方の推進

新型コロナウイルス感染症への対応を契機として、在宅勤務を含むテレワークの取

組が進められてきたが、さらに各職場においては、Ｗｅｂ会議システムを利用したオ

ンライン説明会などの開催や各種デジタルツール等の活用による事務の効率化などの

動きが見られている。

特にテレワークについては、感染症の流行や自然災害等に際しての業務継続の観点

に加え、育児・介護等のために時間的制約がある職員等の能力発揮やワーク・ライフ・

バランス、多様で柔軟な働き方の観点からも効果が期待されることから、各任命権者

においては、テレワークの拡大に対応した情報セキュリティ、通信環境、ペーパーレ

ス化、業務の進捗状況の把握や勤務時間の管理など、国及び他の都道府県の動向等も
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踏まえ、課題を整理しながら導入について検討を進める必要がある。

３ 定年の引上げ

人口減少社会における労働力人口の減少を踏まえ、社会の活力を維持し、多様な行政

ニーズに迅速かつ的確に対応するためには、豊かな知識や経験、高い技術等を持つ高齢

層職員の能力・経験の活用が必要である。

国家公務員の定年の引上げについては、人事院は、平成30年に国会及び内閣に対し意

見の申出を行ったところであり、本委員会も国の動向を注視しつつ高齢層職員の能力と

経験を活用する観点から、定年の引上げや再任用制度の在り方について検討する必要が

ある旨の報告をしてきたところである。

令和３年６月４日、国家公務員法等の一部を改正する法律と同時に、地方公務員の定

年を段階的に引き上げること等を内容とする地方公務員法の一部を改正する法律が成立

し、公布された。

地方公務員の定年は、国家公務員の定年を基準として条例で定めるものとされており、

本県においても、令和５年４月１日からの制度導入に向け、国家公務員に準じて定年年

齢を定めるとともに、国家公務員の制度との均衡や本県職員の状況などを踏まえながら、

管理監督職勤務上限年齢制、定年前再任用短時間勤務制、60歳を超える職員の給与など、

適切に関係条例等の整備を行う必要がある。

併せて、定年の段階的な引上げに伴い増加する高齢期の職員の人事管理やこの期間に

おける中長期的視点に立った定員管理などの任用上の諸課題についても検討し、適切に

対応していく必要がある。

Ⅲ 給与勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、職員の労働基本権制約の代償措置として設けられたもの

であり、職員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な処遇を確保する機能を有するもの

である。

人事委員会が労使当事者以外の第三者の立場に立って給与勧告を行うことを通じて職員

の適正な処遇が確保されるという仕組みは、職員の士気の向上、人材の確保に資するもの

であり、ひいては組織活力の向上、労使関係の安定等をもたらすことで能率的な行政運営

に寄与するものであることから、長年の経緯を経て県民の理解と納得を得ながら給与決定

方法として定着しているものである。

議会及び知事におかれては、このような給与勧告制度の意義や役割に深い理解を示され、

別紙２の勧告どおり実施されるよう要請する。

（２）勧告（２）勧告（２）勧告（２）勧告

１ 職員の給与に関する条例の改正

期末手当の支給割合を次のとおり改定すること。
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(1) 令和３年12月期

ア イ以外の職員

期末手当の支給割合を1.175月分（再任用職員にあっては、0.65月分）とすること。

イ 特定幹部職員

期末手当の支給割合を0.975月分（再任用職員にあっては、0.55月分）とすること。

(2) 令和４年６月期以降

ア イ以外の職員

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.2月分（再任用職員に

あっては、0.675月分）とすること。

イ 特定幹部職員

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.0月分（再任用職員に

あっては、0.575月分）とすること。

２ 任期付研究員の採用等に関する条例の改正

期末手当の支給割合を次のとおり改定すること。

(1) 令和３年12月期

期末手当の支給割合を1.55月分とすること。

(2) 令和４年６月期以降

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.575月分とすること。

３ 任期付職員の採用等に関する条例の改正

特定任期付職員の期末手当の支給割合を次のとおり改定すること。

(1) 令和３年12月期

期末手当の支給割合を1.55月分とすること。

(2) 令和４年６月期以降

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.575月分とすること。

４ 改定の実施時期

この改定は、令和３年12月１日から実施すること。ただし、１の(2)、２の(2)及び３の(2)

については令和４年４月１日から実施すること。

２ 職員の給与制度の動き２ 職員の給与制度の動き２ 職員の給与制度の動き２ 職員の給与制度の動き

職員に支給される給料及び諸手当に係る規則のうち、令和３年度に改正されたものは、次の

とおりである。
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＜改正＞

規則の名称 施行年月日 内 容

人事委員会規則７－２７ R4.4.1 業務の移管に伴い、所要の改正を行った。

（警察職員の特殊勤務手当）

人事委員会規則７－３３ R4.3.23 国家公務員に係る「失業者の退職手当支給規則」

（失業者の退職手当） の一部改正に準じ、所要の改正を行った。

人事委員会規則７－５１ R4.4.1 へき地等学校の指定の見直し並びに小学校及び

（へき地手当等） 中学校の統廃合に伴い、所要の改正を行った。

人事委員会規則７－６７ R4.4.1 青森県行政組織規則の一部改正等に伴い、所要

（管理職手当） の改正を行った。

人事委員会規則７－１１ R3.11.5 公署の移転に伴い、所要の改正を行った。

１（特地勤務手当等）

R4.4.1 特地公署等の指定の見直し並びに公署の廃止及

び県立高等学校の閉校に伴い、所要の改正を行

った。

人事委員会規則７－１９ R4.3.23 国家公務員に係る「国家公務員退職手当法の規

８（職員の退職手当に関する 定に基づく意見の聴取の手続に関する規則」の

条例に基づく意見の聴取の手続 一部改正に準じ、所要の改正を行った。

に関する規則）

人事委員会規則７－１９ R4.3.23 国家公務員に係る「国家公務員退職手当法の規

９（退職手当の支給制限等に 定による退職手当の支給制限等に係る書面の様

係る書面の様式） 式を定める内閣官房令」の一部改正に準じ、所

要の改正を行った。
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第５ 勤務時間、休日及び休暇等第５ 勤務時間、休日及び休暇等第５ 勤務時間、休日及び休暇等第５ 勤務時間、休日及び休暇等

職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する規則のうち、令和３年度に改正されたものは、次の

とおりである。

＜改正＞

規則の名称 施行年月日 内 容

人事委員会規則１３－８ R4.1.1 職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しない

（職員の勤務時間、休日及び休 ことが相当であると認められる場合の休暇を新

暇） 設するため、所要の改正を行った。

人事委員会規則１３－９ R4.4.1 職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴

（職員の育児休業等に関する規 い、所要の改正を行った。

則）
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第６ 審 査第６ 審 査第６ 審 査第６ 審 査

１ 不利益処分の審査請求１ 不利益処分の審査請求１ 不利益処分の審査請求１ 不利益処分の審査請求

令和３年度においては、新たな審査請求が１件あり、前年度から繰り越した３件と合わせた４件

のうち３件について処理を行い、年度末における係属事案は１件となっている。

審査請求事案の処理状況は、次のとおりである。

区分 事 案 名 請求年月日 処 分 理 由 審理方式 処理年月日 処理結果
(請求人数)

委託 懲戒免職取消 R2.１.27 公金着服 書面審理 R4.３.３ 処分承認

請求事案 (1)

委託 懲戒免職修正 R2.８.24 個人情報流出 書面審理 継続

請求事案 (1)

委託 懲戒免職修正 R2.11.４ 傷害 書面審理 R3.７.７ 棄却

請求事案 (1)

委託 戒告処分取消 R3.５.19 信用失墜行為 書面審理 R4.１.31 処分承認

請求事案 (1)

２ 勤務条件に関する措置要求２ 勤務条件に関する措置要求２ 勤務条件に関する措置要求２ 勤務条件に関する措置要求

令和３年度においては、新たな措置要求はなく、また、係属している事案もない。

３ 公務災害補償の実施についての審査の請求３ 公務災害補償の実施についての審査の請求３ 公務災害補償の実施についての審査の請求３ 公務災害補償の実施についての審査の請求

令和３年度においては、新たな審査の請求はなく、また、係属している事案もない。

４ 職員の苦情の処理４ 職員の苦情の処理４ 職員の苦情の処理４ 職員の苦情の処理

令和３年度においては、１８件の苦情相談があった。

その内訳は、次のとおりである。

区分 任用関係 給与関係 勤務条件･ 厚生福祉 公平審査 パワハラ・ 計
服務関係 関 係 関 係 セクハラ等

県 ３ １ ３ １ ４ １２

委託 １ ２ １ １ １ ６

５ 退職手当の支給制限等の処分に係る意見５ 退職手当の支給制限等の処分に係る意見５ 退職手当の支給制限等の処分に係る意見５ 退職手当の支給制限等の処分に係る意見

令和３年度においては、意見聴取の申出はなく、また、係属している事案もない。
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第７ 労働基準監督機関の職権行使第７ 労働基準監督機関の職権行使第７ 労働基準監督機関の職権行使第７ 労働基準監督機関の職権行使

１ 労働基準法別表第一の号別区分１ 労働基準法別表第一の号別区分１ 労働基準法別表第一の号別区分１ 労働基準法別表第一の号別区分

令和３年度において、事業所等の新設、廃止等により労働基準法別表第一の号別区分（人事委員

会告示１１第２号）に追加し、又はこれから削除した事業所等はなかった。

２ 事業所調査等２ 事業所調査等２ 事業所調査等２ 事業所調査等

(１) 事業所調査

ア 趣旨

職員の勤務条件に関する労働基準法・労働安全衛生法の適用状況を把握、指導し、

その勤務条件の維持向上を図ることを目的として、実施。

イ 調査実施期間 令和３年１０～１１月

ウ 調査対象事業所数 １１事業所（知事部局５、教育委員会３、警察本部３）

（１２号事業所４、官公署７）

エ 調査項目

（１）勤務時間・休憩時間・休暇・宿日直勤務

（２）妊産婦等の危険有害業務の就業制限

（３）安全衛生管理体制（作業場の定期巡視等）

（４）健康診断の実施

（５）機械・装置等の管理

（６）労働災害の発生

（７）危険有害業務（有機溶剤の取扱い等）の管理

（８）ハラスメント対策、メンタルヘルス対策

オ 調査結果

（ア）労働基準法関係

改善を求めた事項はなし

（イ）労働安全衛生法関係

・産業医による定期巡視の未実施［３］

・特殊健康診断の未実施［２］

・排気装置等の未設置［２］

・有機溶剤作業主任者の未選任［１］

・有機溶剤取扱作業場での作業環境測定の未実施［２］

※［ ］内の数字は、問題点が見受けられた事業所数である。
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(２) 時間外勤務等の実施状況調査

ア 趣旨

時間外労働・休日労働に関する協定届（３６協定）を締結している事業所

（１２号事業所）を対象として、その遵守状況を把握するため、実施。

イ 調査実施方法 半期毎に報告

ウ 調査対象事業所数 １０３事業所

エ 調査結果

令和３年９月３０日までの期間中、１事業所において、３６協定の上限を超えて

労働させていた。

３ その他の職権行使の状況３ その他の職権行使の状況３ その他の職権行使の状況３ その他の職権行使の状況

令和３年度において、既述のほかに労働基準監督機関としての職権を行使したものは、次

のとおりである。

(１) 労働基準法関係(１) 労働基準法関係(１) 労働基準法関係(１) 労働基準法関係

内 容 件 数 事業所数 根 拠 法 令

解雇予告除外認定 ０ ０ 労働基準法第20条

非常災害等の理由による

労働時間延長届
０ ０ 〃 第33条

時間外労働・休日労働に 新 規 ９７ ９５

〃 第36条

関する協定届 更 新 ８ ８

断続的な宿直又は日直勤務許可 ０ ０ 〃 第41条

(２) 労働安全衛生法関係(２) 労働安全衛生法関係(２) 労働安全衛生法関係(２) 労働安全衛生法関係

内 容 件 数 事業所数 根 拠 法 令

衛生管理者選任報告 ３１ ３０ 労働安全衛生規則第 7条

産業医選任報告 ４ ４ 〃 第13条

定期健康診断結果報告 １２２ ７０ 〃 第52条
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内 容 件 数 事業所数 根 拠 法 令

心理的な負担の程度を把握するため
７１ ７１ 労働安全衛生規則第52条の21

の検査結果等報告書

機械等設置届 ０ ０ 〃 第86条

労働者死傷病報告（休業４日以上） ６ ６ 〃 第97条第１項

〃 （休業４日未満） ４ ４ 〃 第97条第２項

ボイラー設置届 ０ ０ ボイラー及び圧力容器安全規則第10条

ボイラー落成検査 ０ ０ 〃 第14条

ボイラー使用再開検査 １ １ 〃 第46条

第一種圧力容器設置届 ２ １ 〃 第56条

第一種圧力容器落成検査 ２ １ 〃 第59条

第一種圧力容器使用再開検査 ０ ０ 〃 第81条

小型ボイラー設置報告 ０ ０ 〃 第91条

クレーン設置報告 ０ ０ クレーン等安全規則第11条

局所排気装置設置等特例許可 ０ ０ 有機溶剤中毒予防規則第13条

有機溶剤等健康診断結果報告 ３９ ２２ 〃 第30条の 3

特定化学物質障害予防規則
１ １ 特定化学物質障害予防規則第６条

一部適用除外認定

特定化学物質健康診断結果報告 ６ ４ 〃 第41条

高気圧業務健康診断結果報告 ３ １ 高気圧作業安全衛生規則第40条

電離放射線健康診断結果報告 ２ １ 電離放射線障害防止規則第58条
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第８ 職 員 団 体 等第８ 職 員 団 体 等第８ 職 員 団 体 等第８ 職 員 団 体 等

１ 職員団体の登録１ 職員団体の登録１ 職員団体の登録１ 職員団体の登録
令和３年度において、当委員会の登録を受けている職員団体は、４４団体である。また、青森

県職員組合ほか３７団体から登録事項の変更の届出があり、これを変更登録した。
令和３年度における変更登録等の状況及び令和３年度末における登録職員団体の状況は、次の

とおりである。

(1) 令和３年度における変更登録の状況令和３年度における変更登録の状況令和３年度における変更登録の状況令和３年度における変更登録の状況

(2) 令和３年度末における登録職員団体の状況令和３年度末における登録職員団体の状況令和３年度末における登録職員団体の状況令和３年度末における登録職員団体の状況

ア 県 関 係（７団体）県 関 係（７団体）県 関 係（７団体）県 関 係（７団体）

区 分 登録団体数
変 更 登 録

団 体 数

登 録 取 消 等

団 体 数

変更登録事項（件数）

規 約 役員の氏名等 計

県 関 係   ７   ７ ０ ０   ７   ７

委託関係 ３７ ３１ ０ ５ ４２ ４７

計 ４４ ３８ ０ ５ ４９ ５４

区 分 団 体 名
登 録

年 月 日
代 表 者 名

主 た る

事務所の

所 在 地

法人

格の

有無

令和３年度に行った変更登

録等事項（登録等年月日）

県職員 青森県職員組合 S26. 5.12 藤田　正男 青 森 市 有 役員の氏名等（R3. 4.14）

教職員

青森県高等学校・

障 害 児 学 校

教 職 員 組 合

S28. 1.30 逢 坂 　 拓 〃 〃      〃     （R3. 4. 8）

〃
青 森 県

教 職 員 組 合
S28. 4.15 渡部  秀逸 〃 〃      〃     （R3. 4.14）

〃
青森県北地方

教 職 員 組 合
S41. 9.29 鍋田　千秋 五所川原市 無 　　 〃     （R3. 4.12）

〃 下北教職員組合 S47. 7.20 菊池　隆一 む つ 市 有 　　 〃     （R3. 6. 3）

〃
青森県上北地方

教 職 員 組 合
S50.10.28 蝦名　憲仁 十和田市 無 　　 〃     （R3. 4. 8）

〃
日教組青森県

教 職 員 組 合
H2. 1.24 丹代　臣治 五所川原市 有 　　 〃     （R3. 4. 9）
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イ 委 託 関 係（３７団体）委 託 関 係（３７団体）委 託 関 係（３７団体）委 託 関 係（３７団体）

区 分 団 体 名
登 録

年 月 日
代 表 者 名

主 た る

事務所の

所 在 地

法人

格の

有無

令和３年度に行った変更登

録等事項（登録等年月日）

市町村

職 員

青 森 市 役 所

職 員 組 合
S41. 9.29 森　　良江 青 森 市 有 役員の氏名等（R3.12. 1）

〃 弘前市職員組合 〃 笹森　康寛 弘 前 市 〃

〃
つ が る 市

職 員 組 合
〃 佐藤　英司 つがる市 〃 役員の氏名等（R3. 5.20）

〃
自治労東北町

職 員 組 合
〃 甲 田 　 純

上 北 郡

東 北 町
〃 　　 〃     （R3. 9.21）

〃 東北町職員組合 S42. 5.30 佐藤　智宏 〃 〃   　 〃　   （R3. 8. 4）

〃
田 舎 館 村

職 員 組 合
S42. 9. 4 喜多島　啓

南津軽郡

田舎館村
〃      〃     （R3. 7. 7）

〃
鰺 ケ 沢 町

職 員 組 合
S42. 9. 8 佐 藤 　 仁

西津軽郡

鰺ケ沢町
〃

規　　　　約（R3. 7.21）

役員の氏名等（R3. 7.21） 

 　　〃     （R4. 3.10）

〃 深浦町職員組合 S42.12. 2 斉藤　徹伸
西津軽郡

深浦町
〃

     〃     （R3. 4.12）

　　 〃　　 （R3.10.14）

〃 横浜町職員組合 S42.11. 2 坂下　拓也
上北郡

横浜町
〃

     〃     （R3. 4. 2）

　　 〃　　 （R4. 1. 4）

〃 三沢市職員組合 S43. 6.24 平出　晃一 三沢市 〃 　   〃     （R3.10.11）

〃 黒石市職員組合 S44. 9.18 村上　正剛 黒石市 〃
     〃     （R3. 4. 7）

　　 〃　　 （R3.10.18）

〃
平 川 市

職員労働組合
S45.10.20 松田　正志 平川市 〃 　　 〃　　 （R3.10.11）

〃 大間町職員組合 S46. 9. 2 菊池　雄三
下北郡

大間町
〃 　　 〃　　 （R4. 1.25）

〃 鶴田町職員組合 S48.10.15 坂本　博之
北津軽郡

鶴田町
〃 　　 〃　　 （R3.11.30）

〃
十 和 田 市

職 員 組 合
S51. 1.14 太田　正幸 十和田市 〃

　　 〃　　 （R3. 4. 6）

　　 〃　　 （R3.11. 9）
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区 分 団 体 名
登 録

年 月 日
代 表 者 名

主 た る

事務所の

所 在 地

法人

格の

有無

令和３年度に行った変更登

録等事項（登録等年月日）

市町村

職　員

野 辺 地 町

職 員 組 合
S54.５.25 沼尾　健一

上北郡

野辺地町
有

役員の氏名等（R3. 4. 8） 

 　  〃      (R3. 7. 7）

〃 八戸市職員組合 S57.１.11 漆戸　啓二 八戸市 〃      〃     （R3.12. 1）

〃 蓬田村職員組合 S57.10.13 工藤　治郎
東津軽郡

蓬田村
〃

     〃     （R3. 4. 7） 

 　  〃      (R3.12.22）

〃
風 間 浦 村

職 員 組 合
S59.１.24 木村　祐生

下北郡

風間浦村
〃      〃      (R3. 4. 5） 

〃
外 ヶ 浜 町

職 員 組 合
S61.１.24 川村　貴文

東津軽郡

外ヶ浜町
〃      〃     （R3.11.22）

〃 むつ市職員組合 S42.10.16 中村壮一朗 むつ市 〃

　　 〃　　 （R3. 4.26）

規　　　　約（R3.10.15）

役員の氏名等（R3.10.29）

〃
五 所 川 原 市

職 員 組 合
H８.６.19 山中　潤哉 五所川原市 〃 　　 〃 　　（R3. 4.13）

〃
お い ら せ 町

職 員 組 合
H10.３.26 袴田　憲司

上北郡

おいらせ町
〃 　　 〃 　　（R3.12. 8）

〃 六戸町職員組合 H10.７.13 田中　大輔
上北郡

六戸町
〃

〃 平内町職員組合 H10.８.27 木村　秀樹
東津軽郡

平内町
〃

役員の氏名等（R3. 4. 7） 

     〃     （R3. 7.21）

〃
五所川原市役所

職員労働組合
H11.７.26 神　　康人 五所川原市 無

〃

下北地域広域

行政事務組合

職 員 組 合

H14.１.23 佐藤　大輔 むつ市 〃

役員の氏名等（R3. 4.21）

規　　　　約（R3.10.15）

役員の氏名等（R3.10.29）

〃 今別町職員組合 H15.２.12 小鹿　亮磨
東津軽郡

今別町
有

〃 階上町職員組合 H15.11.27 中居　　勉
三戸郡

階上町
〃

〃

西 北 五 環 境

整備事務組合

職員労働組合

H17.３.24 佐藤　淳一 五所川原市 無

〃

一部事務組合

下北医療センター

職 員 組 合

H17.11.29 山本由香里 むつ市 〃
役員の氏名等（R3. 4.13）

　　 〃　　 （R3.11. 9）
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区 分 団 体 名
登 録

年 月 日
代 表 者 名

主 た る

事務所の

所 在 地

法人

格の

有無

令和３年度に行った変更登

録等事項（登録等年月日）

市町村

職 員
藤崎町職員組合 H18.１.19 木村　大公

南津軽郡

藤崎町
有 役員の氏名等（R3. 9. 7）

〃
中 泊 町

職員労働組合
H21.11.20 田中　寿和

北津軽郡

中 泊 町
無  　　〃     （R3.11.25）

〃 東通村職員組合 H23. 8.17 上路　一仁 む つ 市 〃 　　 〃     （R4. 3.29）

〃 大鰐町職員組合 H24. 6.14 福田　和光
南津軽郡

大 鰐 町
〃

規　　　　約（R3.10.11）

役員の氏名等（R3.10.11）

〃
中部上北広域事

業組合職員組合
H24. 8.17 相坂　隆之

上 北 郡

七 戸 町
〃 　　 〃 　　 (R3. 8.18）

〃

上北地方教育・

福祉事務組合

職 員 組 合

H24. 8.17 小 嶋 　 諭
上 北 郡

七 戸 町
〃

規　　　　約（R3. 8.25）

役員の氏名等 (R3. 8.25）
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２ 管理職員等の範囲の指定２ 管理職員等の範囲の指定２ 管理職員等の範囲の指定２ 管理職員等の範囲の指定

令和３年度においては、規則14－０（県職員に係る管理職員等の範囲を定める規則）を１回、

規則14－１（委託地方公共団体の職員に係る管理職員等の範囲を定める規則）を１回改正した。

これらの改正により、新たに指定された職及び廃止された職は、次のとおりである。

（１） 県 関 係（１） 県 関 係（１） 県 関 係（１） 県 関 係

改 正
機 関 新たに指定された職 指定を廃止された職

年 月 日

本 庁 知 事 部 局 秘書課の総括主幹（知事及 R3.５.21
び副知事の日程調整に関す
る事務を担当するもの）、
世界文化遺産登録推進室の
総括主幹（室の人事事務等
を主に担当するもの）

教 育 庁 職員福利課の課長代理

出先機関 地域県民局 こども女性相談総室の次
地域健康福 長、庶務担当課長等
祉部

女性相談所 所長
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（２） 委 託 関 係（２） 委 託 関 係（２） 委 託 関 係（２） 委 託 関 係

団 体 名 機　　　　　関 新たに指定された職 指定を廃止された職
改 正

年 月 日

青 森 市 本 庁 教育委員会事

務局

副参事（人事担当）

R3.６.４

出先機関 浪岡事務所 副所長、次長、課長

浪岡教育事務

所

所長、課長

八 戸 市 本 庁 教育委員会事

務局

副参事（人事担当）、

主幹（職員団体担当）

出先機関 高等看護学院 次長

黒 石 市 本 庁 市長部局 総務課課長補佐（法規

担当）

三 沢 市 本 庁 市長部局 室長（課に置く室に置

くものを除く。）

今 別 町 本 庁 町長部局 総務企画課課長補佐

（人事、予算担当）

総務課課長補佐、企画

課財政課課長補佐

中 泊 町 本 庁 町長部局 総務課副参事（人事担

当）

佐 井 村 本 庁 村長部局 総務課課長補佐

南 部 町 出先機関 医療センター 総看護師長

青森県市町

村総合事務

組合　　　

機構長、総務課長、滞

納整理課長、総括副参

事、副参事

十和田地区

環境整備事

務組合　　

事務局長、事務局次長

一部事務組

合下北医療

センター　

大間病院 総務係長

上北地方教

育・福祉事

務組合　　

庶務課長（ぎんなん寮

に置くものを除く。）

北部上北広

域事務組合

病院 院長、副院長、医療局

長、医療技術局長、総

看護長、事務長、事務

次長
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第９ 公平委員会事務の受託第９ 公平委員会事務の受託第９ 公平委員会事務の受託第９ 公平委員会事務の受託

令和３年度においては、新たに公平委員会の事務を受託した団体はなく、当委員会が公平委員会の

事務を受託している団体は、１０市３０町村２５一部事務組合３広域連合の計６８団体となっている。

１ 市町村関係１ 市町村関係１ 市町村関係１ 市町村関係

委 託 委 託 委 託 委 託 委 託 委 託
市 町 村 名 年 月 日 市 町 村 名 年 月 日 市 町 村 名 年 月 日

青 森 市 H17. 7. 1 鰺 ケ 沢 町 S50. 4. 1 六 ケ 所 村 S31. 4.10

弘 前 市 H18. 4. 1 深 浦 町 H17. 7. 1 おいらせ町 H18. 4. 1

八 戸 市 S30.10.25 西 目 屋 村 S32. 4. 4 大 間 町 S37. 4. 1

黒 石 市 S30. 4. 1 藤 崎 町 H17. 7. 1 東 通 村 H 9. 4. 1

五所川原市 H17. 7. 1 大 鰐 町 S30. 4. 1 風 間 浦 村 S39. 7.15

十 和 田 市 H17. 4. 1 田 舎 館 村 S31. 4.10 佐 井 村 H 7. 4. 1

三 沢 市 S32. 4. 4 板 柳 町 S30.10.25 三 戸 町 S31. 4.10

む つ 市 H 3.12.26 鶴 田 町 S30.10.25 五 戸 町 S30.10.25

つ が る 市 H17. 4. 1 中 泊 町 H17. 7. 1 田 子 町 S31. 4.10

平 川 市 H18. 4. 1 野 辺 地 町 S30.10.25 南 部 町 H18. 4. 1

平 内 町 S41. 1. 1 七 戸 町 H17. 7. 1 階 上 町 S29. 1. 5

今 別 町 S30.10.25 六 戸 町 S30. 4. 1 新 郷 村 S31. 9. 5

蓬 田 村 S30.10.25 横 浜 町 S35. 4. 9

外 ヶ 浜 町 H17. 7. 1 東 北 町 H17. 7. 1
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２ 一部事務組合関係２ 一部事務組合関係２ 一部事務組合関係２ 一部事務組合関係

委託事務組合名 委 託 委託事務組合名 委 託 委託事務組合名 委 託
年 月 日 年 月 日 年 月 日

青森県市町村職員 S37.10.15 下 北 地 域 S48. 8. 1 青 森 県 市 長 会 館 R 2. 4. 1
退 職 手 当 組 合 広域行政事務組合 管 理 組 合

青 森 県 市 町 村 S37.10.15 上 北 地 方 S49.11. 1 田 子 高 原 R 2. 4. 1
総 合 事 務 組 合 教育・福祉事務組合 広 域 事 務 組 合

弘 前 地 区 S38. 7. 1 鰺 ケ 沢 地 区 S50. 4. 1 津 軽 広 域 R 3. 3.29
環境整備事務組合 消 防 事 務 組 合 水 道 企 業 団

西 海 岸 衛 生 S46.11. 1 十 和 田 地 域 S51. 4. 1 久 吉 ダ ム R 3. 3.29
処 理 組 合 広 域 事 務 組 合 水 道 企 業 団

一 部 事 務 組 合 S46.11. 1 黒 石 地 区 S59．8．1 八 戸 圏 域 R 3. 3.29
下北医療センター 清 掃 施 設 組 合 水 道 企 業 団

弘 前 地 区 S47. 1. 1 青 森 県 交 通 災 害 H 3. 4. 1
消 防 事 務 組 合 共 済 組 合

八 戸 地 域 広 域 S47. 8. 1 西 北 五 広 域 福 祉 H 3. 4. 1
市町村圏事務組合 事 務 組 合

五 所 川 原 地 区 S47. 8. 1 青 森 地 域 H 3. 8. 1
消 防 事 務 組 合 広 域 事 務 組 合

西 北 五 S47. 8. 1 北 部 上 北 H 8. 8. 1
環境整備事務組合 広 域 事 務 組 合

中 部 上 北 S47.11. 1 三 戸 地 区 H 9. 1. 1
広 域 事 業 組 合 環境整備事務組合

３ 広域連合関係３ 広域連合関係３ 広域連合関係３ 広域連合関係

委託広域連合名 委 託 委託広域連合名 委 託 委託広域連合名 委 託
年 月 日 年 月 日 年 月 日

津 軽 広 域 連 合 H10. 8. 1 つ が る 西 北 五 H11.11. 1 青森県後期高齢者 H19. 8. 1
広 域 連 合 医 療 広 域 連 合

（注） 事務委託に伴う経費は、「委託地方公共団体と青森県との間の公平委員会の事務委託

に関する規約」に基づき、委託地方公共団体が負担することとされ、その内容は、定額

に特別事務処理費（公平審査の事案があった場合その処理に要した経費及び退職管理に

係る事務の処理に要した経費）を加えたものであるが、定額分については平成３年度か

ら、市13,000円、町村10,000円、一部事務組合等6,000円としている。
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第１０ そ の 他第１０ そ の 他第１０ そ の 他第１０ そ の 他

１ 年間の主な動き１ 年間の主な動き１ 年間の主な動き１ 年間の主な動き

年 月 日 委 員 会 等 の 動 き

3. 4. 1 第１回委員会

4.28 第２回委員会

5. 7 令和３年度青森県職員採用試験（大卒程度及び大卒程度・社会人枠）公告

5.13 第３回委員会

5.24 ブロック委員長・事務局長会議（書面決議）

5.27 第４回委員会

6.14 第５回委員会

6.20 職員採用試験（大卒程度及び大卒程度・社会人枠）第１次試験

6.23 第１２９回全国人事委員会連合会総会（書面開催）

6.29 第６回委員会

6.30 面接技法講習会

7. 7 第７回委員会

7. 9 令和３年度青森県職員採用試験（短大卒程度及び高卒程度）公告

7.12～20 職員採用試験（大卒程度）第２次試験

8. 6 第８回委員会

8.10 職員採用試験（大卒程度）合格発表

8.11 青森県庁技術職１ＤＡＹ職場訪問・事務職（高卒程度）採用試験説明会

8.16 障害者採用選考試験公告

8.18 第９回委員会

8.22 職員採用試験（大卒程度・社会人枠）第２次試験

8.25 全国人事委員会事務局長・人事担当課長・市町村担当課長会議（Ｗｅｂ開催）

8.31 ブロック委員・事務局長合同会議（書面開催）

9. 2 第１０回委員会

9. 7 ブロック給与事務会議（書面開催）

9. 8 第１１回委員会

9.10 職員採用試験（大卒程度・社会人枠）合格発表

9.17 第１２回委員会

9.26 職員採用試験（短大卒程度及び高卒程度）第１次試験

10. 1 第１３回委員会

10. 7 職員の給与等に関する報告及び勧告

10.17 障害者選考第１次試験

10.26～29 職員採用試験（短大卒程度及び高卒程度）第２次試験

10.20 第１４回委員会

11. 7 障害者選考第２次試験

11.11 第１５回委員会

11.15 職員採用試験（短大卒程度及び高卒程度）合格発表

11.19 障害者選考試験合格発表

11.24 第１６回委員会

12. 3 令和３年度採用試験担当者講習会（Ｗｅｂ開催）

12. 9 第１７回委員会

12.24 青森県庁ＪＯＢセミナー

4. 1.13 第１８回委員会

1.21 ブロック任用事務会議（書面開催）

1.31 第１９回委員会
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年 月 日 委 員 会 等 の 動 き

4. 2. 2 ブロック給与事務研修会（書面開催）

2.10 第２０回委員会

2.22 第２１回委員会

3. 2 青森県職員採用試験説明会（Ｗｅｂ開催）

3. 3 第２２回委員会

3.14 第２３回委員会

3.23 第２４回委員会

3.29 第２５回委員会

２ 各種会議実施状況２ 各種会議実施状況２ 各種会議実施状況２ 各種会議実施状況

(1) 全国人事委員会連合会関係全国人事委員会連合会関係全国人事委員会連合会関係全国人事委員会連合会関係

ア 総 会

会 議 名 開催日・開催地 議 題 等

第１２９回 3. 6.23 ○議 事

全人連総会 （書面開催） １ 令和２年度決算について

２ 令和３年度事業計画案及び予算案について

３ 第１３０回総会について

４ 第６５回公平審査事務研修会について

５ 令和４・５年度専門部会の運営について

○報 告

１ 令和２・３年度専門部会の中間報告について

２ 第６３回公平審査事務研修会の結果報告について

３ 第６４回公平審査事務研修会について

４ 令和３年度理事について

５ ブロック活動状況報告について

○表彰状の贈呈

○役員選挙

イ 研 修 会

研 修 名 開催日・開催地 研 修 内 容 等

第６４回 3. 7. 8 〇講 演

公平審査事務研修 （Ｗｅｂ開催） 「地方公務員法改正について」

会 「地方公務員行政の現状と課題」

総務省自治行政局公務員部公務員課

課長 加藤 主税 氏

〇分科会研究討議
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(2) 東北・北海道地区人事委員会協議会関係

ア 委員長及び事務局長会議

会 議 名 開催日・開催地 議 題 等

委員長・事務局長 3. 5.24 ○議 事

会議 （書面決議） １ 東北・北海道地区人事委員会協議会規約の一部改正

について

２ 令和３年度分担金について

３ 令和２年度事業報告及び歳入歳出決算について

４ 令和３年度事業計画（案）及び歳入歳出予算（案）

について

５ 令和３年度東北・北海道地区人事委員会協議会幹事

委員会の選出について

６ 令和３年度東北・北海道地区人事委員会協議会監事

委員会の選出について

７ 令和３年度全人連役員（会長・副会長）選出のため

の選考委員の選出について

○報 告

１ 令和３年度全人連理事の選出について

２ 令和３年度全人連に係る日程等について

委員・事務局長 3. 8.31 ○議 事（議題）

合同会議 （書面開催） １ 初任給基準について

２ 広報活動の実施時期等について

３ 水産高等学校の実習船等船舶に勤務する職員の時間

外労働協定の届出等について

４ 受験者の減少傾向等に対応した今後の採用試験等の

あり方について

５ 令和３年人事委員会勧告及び報告について

６ 職員からの苦情相談について

７ 女性職員の活躍の推進について

８ 各道県における人事委員会勧告・報告内容の検討状

況について

９ 土木職等の技術職の人材確保について

10 薬剤師、心理職等の技術職の人材確保について

11 勤務条件等に関する調査について

イ 課長会議

会 議 名 開催日・開催地 議 題 等

給与事務会議 3. 9. 7 ○聴取事項

（書面開催） １ 給与に関する報告・勧告について

２ 公務員人事管理に関する報告について

３ その他給与制度の独自改正について

４ 児童福祉司の初任給について

５ 定年の引き上げについて
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ウ 研 修 会

研 修 名 開催日・開催地 研 修 内 容

給与事務研修会 4. 2. 2 ○意見交換

（書面開催） １ 独自給料表の導入について

２ 専門職種（薬剤師・船舶職員）の給与上の処遇につ

いて

３ 交通用具使用者に係る通勤手当の改定について

４ テレワーク実施時の通勤手当の割落としについて

５ 特殊勤務手当の改正について

６ 特地公署等の級別区分・指定の見直しについて

７ 定年引上げに係る人事委員会の対応について

８ 降格時号給対応表及び降号の規定について

９ 人事委員会規則等に係る任命権者からの改正依頼に

ついて

10 公的部門（保育等）における処遇改善事業について

エ 事務会議

会 議 名 開催日・開催地 議 題 等

任用事務会議 4. 1.31 ○聴取事項

（書面開催） ① 採用試験問題の採点方法等について

② 障害者を対象とした採用試験における個別面接につ

いて

③ 応募者確保対策としての受験希望者との個別面談に

ついて

④ 筆記試験の点字対応について（※障害者を対象とし

た試験を除く）

⑤ 適性検査の実施状況について

⑥ Ｒ３年度大学卒業程度試験（一般行政職）の個別面

接における面接員の構成について

⑦ 社会人経験者の採用（行政、一般事務）について

⑧ 人物面の適正な評価に向けた取組について

⑨ 採用試験の追加実施や採用候補者名簿における名簿

残、追加合格について

⑩ 大学卒業程度試験第１次試験における地元会場以外

での実施について

⑪ 採用試験スケジュールについて

-46-



(3) 全国人事委員会事務局長会議（総務省主催）

会 議 名 開催日・開催地 議 題 等

全国人事委員会事 3. 8.25 １ 当面の人事管理行政及び勤務条件等の諸問題について

務局長・人事担当 （Ｗｅｂ開催） について

課長・市町村担当 ２ 給与及び定員管理の諸問題につて

課長会議 ３ 人事院の勧告について

４ 地方公務員の労働安全衛生について

５ 地方公務員等共済組合法の適用拡大及びマイナンバー

カードの普及促進について

６ 大規模災害における被災地方公共団体に対する人的支

援について

７ 地方行政について

８ デジタル人材の確保・育成について

９ 自治大学校の研修事業について

10 消防凝視江について

11 マイナンバーカードの普及促進について
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令和４年度事務局職員名簿

電話 （総務）０１７－７３４－９８２５

（任用）０１７－７３４－９８２９

（給与）０１７－７３４－９８３０

（審査）０１７－７３４－９８２６

ＦＡＸ ０１７－７３４－８２４２

グループ名 職 名 氏 名 備 考

事 務 局 長 細 川 義 正

次 長 三 浦 猛 史

副 参 事 木 村 由貴子 （グループマネージャー）

主 幹 中 堤 文 世 （総務）

総務・任用

主 幹 鷹 幸 弘 康 （任用サブマネージャー）

グループ

主 事 池 田 拓 弥 （任用）

主 事 古 川 莉里香 （任用）

副 参 事 兼 田 譲 司 （グループマネージャー）

主 幹 倉 光 快 （審査サブマネージャー）

主 幹 梅 原 実 津 （給与サブマネージャー）

給与・審査

主 査 楢 山 静 （給与）

グループ

主 査 和 山 大 輔 （給与）

主 査 向 山 友里子 （給与）

主 事 伊 藤 美 香 （審査）


